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N5 物質と機能の設計・制御﻿

N5.01 量子マテリアル﻿
キーワード： �2次元物質、マヨラナ準粒子、ワイル半金属、反強磁性スピントロニクス、超高速メモリ、トポ

ロジー、異常ホール効果

本領域の論文・特許のデータについては以下をご参照ください
・�ダッシュボード版：https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2025-FR-02.html
・PDF版：https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2025/FR/CRDS-FY2025-FR-03/CRDS-FY2025-FR-03_41N501.pdf

1.	 研究開発領域の定義
量子マテリアルは、量子状態を制御することで新たな量子力学的機能を発現する物質・材料・構造体である。

グラフェンや遷移金属カルコゲナイドなどの2次元物質（原子層物質）や、キタエフ模型に代表される量子ス
ピン液体、トポロジカル絶縁体をはじめとするトポロジカル量子物質、ナノチューブやリボン状構造の1次元
材料、自己集合分子などの0次元材料も含む。ムーアの法則の限界を克服する次世代半導体の実現や、セン
シング及びエネルギー変換・貯蔵への応用のため、シリコンを凌駕する電荷移動度を持つ2次元物質やスイッ
チング特性を持つトポロジカル反強磁性体、非磁性の欠陥や不純物に対して堅牢な電子輸送特性を持つトポ
ロジカル物質が注目されている。また、2次元物質の単層シートを特定のツイスト角度で積層することによっ
て新奇物性を開拓する研究が大きな流れになっている。

2.	 本領域の意義
本領域は、量子力学に基づく新奇な物性を示す量子マテリアルの創出と制御を通じて、従来材料の性能や

機能を超える革新を実現することを目指すものである。高温超伝導ブームを契機に精力的に研究された強相
関電子系物質や、近年注目されているトポロジカル物質の研究は、次世代の情報処理やエネルギー・センシ
ング技術の根幹となり、AIの急速な普及に伴う電力消費増大といった現代社会の課題解決にも寄与する可能
性を持つ。わが国が伝統的に強みをもつ固体物理・物性物理を目的志向に発展させることで、量子マテリア
ルの応用展開が期待される1）。

また、量子マテリアル研究の中で培われた概念は、古典系にも新たな制御手法や機能化の可能性を提供し
ている。トポロジーの概念を用いた振動・波動の制御の研究は、光系を端緒に、音波や弾性波、機械振動、
さらには電気回路中の電圧・電流へと広く展開されている。こうした「quantum inspired」技術は、量子
の概念が拓く古典物理の新たな展開を示すものである。

3.	 研究開発の動向
3.1	 概要

本領域では、物質の有する電子構造の成り立ちを基礎的に理解することから始まり、空間群と電子構造を
繋ぐ新たな分類を確立しつつある。トポロジカル絶縁体は絶縁体と真空の界面だけで電流が流れるという、
従来の金属・半導体・絶縁体の分類では記述できない新たなタイプの物質相であり、トポロジカル不変量で
記述される。トポロジカル物質が示す各種物性を基礎的観点から理解することに加えて、それらの制御指針
の確立に向けた取り組みが行われている。さらに最近では、2次元物質や界面を精密に合成し電子構造の制
御によって物性を発現させる応用研究も進んでいる。また、強磁性スピン状態の制御や量子異常ホール状態
に生じる非散逸エッジ状態の電子伝導方向制御、マヨラナ準粒子の検証実験が広く行われ、基礎と応用の両
面で着実に研究が進んでいる。

このような物質探索と並行し、デバイス化技術の構築も進められている。シリコンを中心とした半導体は微
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細化の限界に直面しており、この限界を打破するアプローチとして、シリコンを凌駕する移動度を持つグラフェ
ン等の原子層物質や、質量ゼロのワイル準粒子の磁気的性質を外部磁場や外部電場で超高速制御可能なワイ
ル磁性体が注目されている。

スピンを用いた量子演算は、超伝導を利用した量子演算に迫る勢いで進展している。スピントロ二クスは
低消費電力化に有効だが、出力信号の増幅手段が乏しいという課題がある。デバイスの低消費電力化は喫緊
の課題となっており、より短期的な成果を得るため、既存のSiや化合物半導体を用いた縦型トンネル電界効
果トランジスターや、酸化物半導体デバイスの研究も進められている。

一方で、量子マテリアル研究で発展した概念は、物性物理の枠を越えて新たな学際領域を形成している。
特にトポロジーの概念は、光や音、弾性波、さらにはフォノンやマグノンといった多様な波動現象の制御に応
用され、「トポロジカル波動工学」とも呼べる分野へと発展した。フォトニクスに続く展開としてトポロジカル
フォノニクスが注目され、最近では高周波弾性波回路への応用を視野に入れたオンチップ構造での研究が進
み、低損失で曲げに強い導波路などが報告されている。さらに、非エルミート性の活用やマイクロフルイディ
クス技術との組み合わせといった新しい流れも生まれている。この潮流は波動に限定されず、拡散方程式に従
う熱輸送においてもトポロジカルな状態が形成されうることが示され、マイクロ・ナノスケールでの熱制御へ
の応用が期待される。また、高い自由度を持つトポロジカル電気回路は、非線形性や非相反性の導入が容易
であるという特徴から、非線形性、非エルミート性とトポロジーが織りなす多彩な現象の実験場として、その
重要性を増している。これらの動向は、トポロジーという共通言語を通じ、近年では非線形性や非エルミート
性との融合を加速させながら、新奇な振動・熱機能の創出といった応用展開を見据えた研究が進んでいるこ
とを示している。

3.2	 トピックス
•	反強磁性体

磁性体中のスピンの対称性の理解が大幅に進んだことで、強磁性体と同じ性質を持つ反強磁性体の存在に
大きな関心が集まっている。非共線や共線など様々な種類の反強磁性体が研究され、最近では強磁性体、反
強磁性体に次ぐ第三の磁性体として「Altermagnetism」2）が提唱されており、分野として大きな潮流が生ま
れている。反強磁性体の大きな特徴は、既存の半導体をはるかに超える数桁高い速度で情報処理を可能にし、
同時に消費電力も低減できる可能性を備える点にある。これらの反強磁性体の中で、巨大な応答と簡便な制
御性から、研究の質と量で世界をリードするのがトポロジカル反強磁性体3）である。現在、大学だけでなく、
各国の国立研究所、半導体企業などが独自の基礎研究を進め始めている。ロジック・メモリ用材料や光電融
合材料として、大きな関心が寄せられている。

•	平坦バンド物質
平坦バンドはこれまで電子が原子に強く局在する場合に現れるとして、ランタノイドなどf電子系を中心に研

究が進められてきた。近年、電子がある程度の範囲で遍歴しているにも関わらず、電子雲の共鳴現象として局
在現象を示すことがあることが理論4）と実験5）の研究から明らかになってきた。さらに、このような平坦バン
ドがトポロジカルに特異であり、かつ、フェルミエネルギー近傍に位置する際、輸送現象にこれまでにない巨
大な応答を創出する可能性が実験的に明らかになりつつある。このようなトポロジカル平坦バンドが磁性体で
現れれば、通常の磁性体では想像もつかない大きな応答、たとえば、異常ホール効果や熱電効果などを示す
ことが予想され、高感度センサの実現に有用となる。また、非磁性体においては、低温であたらしいトポロジ
カル超伝導現象を引き起こす可能性がある。元素としては、4f電子系ではなく、3d電子系を利用できるため
に、エネルギースケールが高く応用上有用なだけでなく、強相関電子系本来の新しい基底状態の宝庫が期待
され、今後、大きな研究の進展が期待される。
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•	トポロジカルフォノニクス
トポロジカルフォノニクスは、弾性波におけるトポロジカルエッジ状態の探求と活用を目指す領域であり、

これまでにも多くの進展がある。以前は比較的大きな系での研究が中心であったが、最近では弾性波回路へ
の応用などを視野にフォノニック結晶などを用いた高周波弾性波を対象とした研究が進んでいる。チップス
ケールフォノニック導波路において、トポロジカルエッジ状態の特徴である曲げ耐性が実証されているほか、
ソフトクランプ構造を組み合わせた導波路では、室温で3 dB/kmという極めて低い損失（従来型より4〜5
桁低い）が実現されている6）。さらに、モアレ物性物理から派生したモアレフォノニクス7）や、非エルミートフォ
ノニクス8）などへの研究展開も進んでいる。

•	トポロジカル熱伝導
近年、拡散現象におけるトポロジカル概念の応用が注目され、熱輸送の新たな制御手法としての可能性が

拓かれつつある。特に、拡散方程式に従う熱流においても、トポロジカルなエッジ状態や高次コーナー状態
が理論・実験の両面から報告されている9）-12）。さらに、非エルミート物理と熱輸送の融合も進展しており、
非エルミートスキン効果の観測が報告されている13）。非エルミートスキン効果は熱の局在化を可能にする可
能性があり、エナジーハーベスティングなどへの応用も期待できる。このように、トポロジーに基づく古典系
制御のアプローチが、従来からの対象である波動方程式に従う波動系の枠をこえて、非波動的な熱拡散系に
まで拡張されつつあるのは興味深い。また、熱の制御は工学上も極めて重要であり、トポロジカル波動工学
の重要な応用になる可能性も秘めている。

3.3	 課題
トポロジカルフォノニクスは、トポロジカルフォトニクスと同様、基礎的な物理現象の探求フェーズから応用

探索フェーズに移行しつつある。その点で、GHz領域のトポロジカルフォノニクスの研究進展が期待される。
応用先の明確化も分野発展の鍵となる。たとえば、非エルミートスキン効果をうまく活用できれば振動の局在
化、それを利用した環境発電の高効率化などという展開の可能性もある。

熱のトポロジカル輸送については様々な応用が期待できる。一方、他の波動系との根本的な違いは、熱は
拡散方程式に従うという点である。拡散方程式は本質的に反エルミート演算子で記述され、波動方程式とは
根本的に異なる性質を持つ。そのため、従来のトポロジカルバンド理論とは異なる理論的枠組みの構築が求
められており、表層的に類似する現象に潜む本質的な物理の解明は、未だ十分には進んでいないのが現状で
ある。また、その実験的研究はマクロな系に集中しており、応用上重要なマイクロ-ナノスケールでのトポロジ
カル熱輸送、非エルミート熱流制御に関する研究の進展が期待される。

材料立国である日本において、マテリアル・材料のディープテックは最も開発を進める必要のある分野であ
る。しかし、産業として日本は大きな存在感を保っているものの、若手研究者が集まる分野ではないため、今
後の成長の停滞が避けられない状況である。これを打開するためにも、日本の大学の持つ基礎シーズの創出
をさらに拡大する投資を行うと同時に、そのシーズからインキュベートしベンチャーの創出を行う戦略をさら
に加速するべきである。いくつかのベンチャーが成功を収めることで、若手研究者を中心としたエコシステム
が形成され、大学のみならず、基礎研究を担う機関の裾野が広がる。その結果として、研究者の処遇も改善
され、若手にとって大きな魅力となり、人材の流れを生み出すことが期待される。

近年、わが国の研究現場の環境は年々悪化の一途を辿っており、優れた研究成果が創出されても、研究ファ
ンドの運営方針や成果志向の強まりにより、資金や時間を基礎研究に十分に充てられない状況が常態化しつ
つある。一方で、若手研究者は任期付きの雇用形態が増加する傾向にある。量子コンピューティング、量子
通信、量子センシングといった分野では、各国政府や企業による投資が急増しており、基礎を学んだ若手研
究者は国際的に高い需要を有している。そのため、本領域からの人材流出や人材基盤の消滅を防ぐためには、
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若手研究者が適切な審査を経て無期雇用に転換される制度の整備が求められる。
現在、多くの企業が大学との連携を求めるようになってきているが、企業が拠出する共同研究費が限られ

ている一方で、共同研究で得られたシーズを下に、企業が大学と共願で特許出願することが増えている。連
携を効率化し利益を最大化するためには、産学官連携のサポートの充実が必要である。具体的には、企業や
スタートアップとの連携を行う研究者の雇用（既存の研究者はすでに研究時間がとれない状況）・連携をサポー
トする専門人材（秘密管理・知財戦略・独禁法対応等）の雇用・共用実験ライン（最先端でなくても100 
nm以下の200 mmウェハ試作ラインなど）の整備が本分野には必須である。

3.4	 各国・地域の取り組み
【日本】

量子マテリアルは、内閣府の「量子技術イノベーション戦略」（2020年）において、量子計測・センシング、
量子通信、量子コンピューティングと並ぶ4つの主要技術領域の一つに位置付けられている。次世代デバイ
ス開発や新規物性材料の創出に資する重要分野として、産業競争力強化への寄与も期待されている。さらに
2022年の「量子未来社会ビジョン」では、物質・材料研究機構（NIMS）を中心とする量子マテリアル拠
点に加え、量子科学技術研究開発機構（QST）を量子機能創製拠点として、体制の強化が打ち出された。

JST戦略的創造研究推進事業 チーム型研究（CREST）では、「ナノ物質を用いた半導体デバイス構造の
活用基盤技術」（2023～2030年度）として、異分野融合型の基礎研究が進められている。またJST 戦略的
創造研究推進事業 個人型研究（さきがけ）では、量子物質における新奇状態の制御や機能化、量子アルゴ
リズムの実証などを目的とした「物質と情報の量子協奏」（2022～2027年度）や、トポロジカル物質やスピ
ントロニクス材料など多様な量子物質を対象とする「量子物質」（2025～2030年度）が展開されており、理
論・実験・材料設計の統合的推進が図られている。

［評価*　基礎研究：現状〇／トレンド→、応用研究・開発：現状〇／トレンド→］

【米国】
2010年頃まで、日本は新奇超伝導体の発見で世界をリードし、量子物質研究において大きな存在感を示

していた。しかしその後、米国は危機感を背景に公的支援と民間ファンディングを拡充し、キュリオシティ・
ドリブンの研究に対し、1研究室あたり年間3億円規模の競争的資金を投じてきた。その成果として、ねじれ
グラフェンやニッケル酸化物の新超伝導体が発見され、研究の重心は米国に移っている。米国エネルギー省

（DOE）は、Advanced Materials and Energy Science（AMES）研究所を中核とするCenter for 
Advanced Technology Studies（CATS）に約20億円を投じ、磁気トポロジカル半金属の開発などを推進
中である。 CATSでは日本発のワイル半金属Mn3SnやMn3Geも対象とされ、光を用いたスピン制御の研究
が進められている。DOEは他にも複数の量子マテリアル拠点を支援しており、研究体制の広がりが顕著である。

［評価*　基礎研究：現状〇／トレンド→、応用研究・開発：現状◎／トレンド→］

【欧州】
EUのQuantum Flagshipは、量子通信・センシング・シミュレーション・コンピューティング分野に総額

10億ユーロを投資し、関連産業の育成と市場展開を推進している。2019年には光量子ビット関連を中心とし
た20件の中核プロジェクトが採択された。ドイツではMatter and Light for Quantum Computing（ML4Q）
やMatter and Light for Quantum Computing（MATQu）などの研究拠点が設置され、量子マテリアル
の実用化に向けた基盤整備が進行中である。フランスも2021年に国家量子戦略を発表し、5年間で18億ユー
ロ以上を投資予定である。スイスETH ZurichやベルギーのInteruniversity Microelectronics Centre

（imec）でも、半導体ヘテロ構造やトポロジカル材料に関する研究が進展しており、欧州全体で量子マテリア
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ル分野の国際連携と研究開発が活発化している。
［評価*　基礎研究：現状〇／トレンド→、応用研究・開発：現状〇／トレンド↗］

【中国】
2017年に、北京市と清華大学、北京大学、中国科学院など中国のトップ大学および研究機関によって共

同設立された北京量子信息科学院（BAQIS）は、物質の量子状態、量子コンピューティング、量子通信、
量子マテリアル・デバイス、量子精密測定の5つを主要研究分野として掲げ、研究を推進している。また、こ
れらの研究を支えるために、マイクロ・ナノプロセスおよび材料合成の2つの技術プラットフォームも整備して
いる。 BAQISが主催する国際会議「International Symposium on Quantum Physics and Quantum 
Information Sciences（QPQIS）」には、米国、英国、ドイツ、フランス、イタリア、日本など各国から研
究者が招かれ、最先端の量子技術に関する議論が行われている。

2022〜2023年にかけては新型コロナウイルス感染症の影響により、各国の当該分野における論文数が減
少傾向にあったが、中国だけは右肩上がりの成長を維持していた。

［評価*　基礎研究：現状〇／トレンド→、応用研究・開発：現状〇／トレンド↗］

【韓国】
サムスンが大学や国立研究所に資金と人材を提供する形で2次元物質、反強磁性体などの半導体利用を目

指した基礎研究を大きく進めている。なかでも、ソウル大学と韓国科学技術院（KAIST）の研究の質がこの
数年で大きな伸びを示しており、その成長は日本を引き離す勢いである。

［評価*　基礎研究：現状〇／トレンド→、応用研究・開発：現状〇／トレンド→］

【台湾】
Taiwan Semiconductor Manufacturing Company Limited（TSMC）は熊本に工場を構え、熊本大

学や九州大学をはじめとする主要な国立大学に対して、英語・中国語・日本語の三言語を操る半導体技術者
の育成を強く求めている。また、TSMCは日本や米国の著名な研究者と個別に研究契約を結び、特定の目的
に関して自社の開発部門と密接に連携しながら研究を進めている。世界のトップレベルの研究者が共同研究
に参加しており、この分野全体の研究動向に多大な影響を与えている。台湾国内においても、台湾大学や清
華大学に加え、多くの科技大学がアジア各国からの留学生を受け入れ、半導体産業を支える高度人材の育成
に取り組んでいる。これらの学生は、卒業後すぐに破格の待遇で迎え入れられている。

［評価*　基礎研究：現状〇／トレンド→、応用研究・開発：現状〇／トレンド→］

*�基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲、応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲 
現状（日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価）： 
　　◎ 特に顕著な活動・成果が見えている　〇 顕著な活動・成果が見えている、 
　　△ 顕著な活動・成果が見えていない　　× 特筆すべき活動・成果が見えていない 
トレンド（ここ1～2年の研究開発水準の変化）： ↗上昇傾向、→現状維持、↘下降傾向
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